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調査のまとめ

DX銘柄に選定される企業は、デジタルガバナンス・コードに沿った取組が
進んでいる。

DX銘柄のみならず、DX注目企業、DX認定取得済企業も同様の傾向
がみられる。

DX銘柄企業と、DX認定未取得企業を比較すると、 「組織・制度」「成
果と成果指標の共有」において差が大きくなっている。

多くの項目において、DX銘柄企業と、DX認定未申請企業との差が減少
している。
※ DX調査2022ではDX認定取得を要件としたことも一因と考えられる。



アンケート概要
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デジタルトランスフォーメーション調査2022

ＤＸ銘柄2022の調査概要は以下の通り。
– アンケート回答企業=401社

名称 デジタルトランスフォーメーション調査2022
略称：DX調査2022

調査対象
東京証券取引所の国内上場会社 約3,800社
（一部、二部、マザーズ、JASDAQ）
※2021年9月末時点の情報が基準。

調査実施期間
（回答受付期間） 2021年12月１日（水）～2021年12月22日（水）

調査方法

WEBアンケートでの回答
各社の「IR担当」宛に、回答に必要なアカウント情報（ID/PW）を郵送

選択式項目と記述式項目で構成
選択式項目はWEB上での回答
記述式項目は記入フォーマットのアップロード
以下のページでは、選択式項目の回答結果を分析している
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設問一覧 1/2
＜経営ビジョン・ビジネスモデル＞
Q1-1.デジタル技術による社会及び競争環境の変化が自社にもたらす影響（リスク・機会）を踏まえ、経営方針および経営計画（中期経営計画・統合報告書等）に
おいて、DXの推進に向けたビジョンを掲げていますか。
Q1-2.その内容を株主・投資家等のステークホルダーに開示していますか。
Q2-1.DXの推進に向けたビジョンを実現するため、適切なビジネスモデルを設計していますか。
Q3-1.ビジネスモデルを実現するために、DX推進においてエコシステム等、企業間連携を主導していますか。

＜戦略＞
Q4-1.DXを推進するための戦略が具体化されていますか。
Q4-2.その内容をステークホルダーに開示していますか。
Q5-1.経営戦略において、データとデジタル技術を活用して既存ビジネスの変革を目指す取組（顧客関係やマーケティング、既存の製品やサービス、オペレーション等の変
革による満足度向上等）が明示されており、その取組が実施され、効果が出ていますか。
Q6-1.経営戦略において、データとデジタル技術を活用した新規ビジネス創出について明示されており、その取組が実施され、効果が出ていますか。
Q7-1.Q５及び6で回答した取組について、統合報告書等でステークホルダーに開示していますか。
Q8-1.経営状況や事業の運営状況を把握できる仕組み（システム）があり、そこから得られるデータをふまえて経営・事業の意思決定が実施されていますか。

＜戦略実現のための組織・制度等＞
Q9-1.DXの推進をミッションとする責任者（Chief Digital Officerとしての役割）、CTO（科学技術や研究開発などの統括責任者、Chief Technology 
Officer ）、CIO（ITに関する統括責任者、Chief Information Officer）、データに関する責任者（Chief Data Officer）が、組織上位置付けられ、ミッション・
役割を含め明確に定義され任命されていますか（他の役割との兼任でもかまいません）。
Q10-1.スキルマトリックス等により、経営層（経営者及び取締役・執行役員等）の保有スキル可視化し、ステークホルダーに向け公表していますか。
Q11-1.経営トップが最新のデジタル技術や新たな活用事例を知る機会として、どのようなものがありますか。（複数回答可）
Q12-1.DXを推進する、組織上位置付けられた専任組織がありますか。
Q12-2.上記組織のリソース（人材）および権限は十分ですか。
Q13-1.DX推進を支える人材として、どのような人材が必要かが明確になっており、確保のための取組を実施していますか。（計画的な育成、中途採用、外部からの出向、
事業部門・IT担当部門間の人事異動等）
Q14-1.DXの推進にあたり、オープンイノベーション、社外アドバイザー・パートナーの活用、スタートアップ企業との協業など、これまでのIT分野での受発注関係と異なる外
部リソースの活用を実施していますか。
Q15-1.DX推進のための予算が一定の金額または一定の比率確保されていますか。またそれは他のIT予算と別で管理されており、IT予算の増減による影響を受けないよ
うになっていますか。
Q16-1.全社員が、デジタル技術を抵抗なく活用し、自らの業務を変革していくことを支援する仕組み（教育・人事評価制度等）がありますか。
Q17-1.DXの推進にあたり、新しい挑戦を促すとともに、継続的に挑戦し、積極的に挑戦していこうとするマインドセット醸成を目指した、活動を支援する制度、仕組みが
ありますか。
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設問一覧 2/2
＜戦略実現のためのデジタル技術の活用・情報システム＞
Q18-1.ビジネス環境の変化に迅速に対応できるよう、既存の情報システムおよびデータが、新たに導入する最新デジタル技術とスムーズかつ短期間に連携できるとともに、既
存データを活用できるようになっていますか。
Q19-1.全社の情報システムが戦略実現の足かせとならないように、定期的にビジネス環境や利用状況をふまえ、情報資産の現状を分析・評価し、課題を把握できています
か。
Q20-1.Q19-1で実施した分析・評価の結果を受け、技術的負債（レガシーシステム）が発生しないよう、必要な対策を実施できていますか。またそれを実施するための体
制（組織や役割分担）を整えていますか。
Q21-1.情報システムの全社最適を目指し、全社のデータ整合性を確保するとともに、事業部単位での個別最適による複雑化・ブラックボックス化を回避するための仕組みが
ありますか。

＜成果と重要な成果指標の共有＞
Q22-1.実施している取組について、達成状況を確認するKPIを設定していますか。
Q23-1.企業価値向上に関係するKPIについて、ステークホルダーに開示していますか。
Q24-1.デジタル時代に適応した企業変革が実現できているかについて、指標（定量・定性）を定め、評価していますか。

＜ガバナンス＞
Q25-1.企業価値向上のための DX推進について、経営トップが経営方針・経営計画やメディア等でメッセージを発信していますか。
Q26-1.経営トップとDX推進部署の責任者（CDO・CTO・CIO・CDXO等）が定期的にコミュニケーションを取っていますか。
Q27-1.経営トップが事業部門やITシステム部門等と協力しながら、デジタル技術に係る動向や自社のITシステムの現状を踏まえた課題を把握・分析し、戦略の見直しに
反映していますか。
Q28-1.企業価値向上のためのDX推進に関して、取締役会・経営会議で報告・議論されていますか。
Q29-1.経営者がサイバーセキュリティリスクを経営リスクの1つとして認識し、CISO等の責任者を任命するなど管理体制を構築するとともに、サイバーセキュリティ対策のための
リソース（予算、人材）を確保していますか。
Q30-1.サイバーセキュリティリスクとして守るべき情報を特定し、リスクに対応するための計画（システム的・人的）を策定するとともに、防御のための仕組み・体制を構築して
いますか。
Q31-1.サイバーセキュリティリスクに対応できる体制の構築に向けた取組として、情報処理安全確保支援士（登録セキスぺ、登録情報セキュリティスペシャリスト）の取得を
会社として奨励していますか。
Q32-1.サイバーセキュリティを経営リスクの一つと捉え、その取組を前提としたリスクの性質・度合いに応じて、サイバーセキュリティ報告書、CSR報告書、サステナビリティレポー
トや有価証券報告書等への記載を通じて開示を行っていますか。



回答企業の概要
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回答企業の業種
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回答企業の企業属性

銘柄企業・注目企業は相対的に売上高が大きい企業が多い。また、DX認定取得済
企業は、DX認定未取得企業（その他）よりも売上高が大きい企業が多い。



結果概要
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全体的な回答傾向

DX銘柄等は、全体平均と比べると、回答スコアが総じて高く、「デジタルガバナンス・コー
ド」を実践している企業と考えられる。

※回答スコアは、各設問で最も良い選択肢を全て選んだ場合に100%、最も悪い
選択肢を全て選んだ場合に0%となるような配点とし、設問毎の平均点を記載

※全設問に回答した企業のみを集計

１．ビジョン
・ビジネスモデル ２．戦略 ２．１．人材・

組織・企業風土
２．２．

デジタル技術
３．成果と
成果指標 ４．ガバナンス

全体平均 73.1% 72.8% 66.1% 62.2% 57.7% 73.1%
DX認定取得済企業平均
(銘柄・注目企業以外） 94.7% 92.1% 82.8% 79.4% 82.0% 88.8%

DX注目企業平均 98.9% 99.2% 95.5% 91.1% 95.9% 95.6%
DX銘柄平均 100.0% 99.2% 96.8% 95.5% 97.6% 97.4%
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回答傾向の比較（2022-2021）

全体平均は、全分野で10%前後のスコア改善が見られ、DXの取組が推進されていると
考えられる。また、注目企業やDX認定取得企業においてもスコア改善が見られる。

DX銘柄等年度 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021

全体平均 73.1% 64.0% 72.8% 62.9% 66.1% 53.9% 62.2% 54.5% 57.7% 43.8% 73.1% 65.2%

DX認定取得済企業平均
(銘柄・注目企業以外） 94.7% 94.1% 92.1% 90.4% 82.8% 78.6% 79.4% 76.5% 82.0% 72.9% 88.8% 86.6%

DX注目企業平均 98.9% 96.9% 99.2% 96.9% 95.5% 88.6% 91.1% 86.7% 95.9% 87.2% 95.6% 94.6%

DX銘柄平均 100.0% 99.3% 99.2% 97.9% 96.8% 93.6% 95.5% 91.2% 97.6% 94.4% 97.4% 96.0%

１．ビジョン・ビジネスモデル ４．ガバナンス３．成果と成果指標２．２．デジタル技術２．１．人材・２．戦略
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ＤＸ銘柄企業の特徴
DX銘柄企業とDX認定未取得企業は「組織・制度」「成果と成果指標の共有」において大きな差がある、それ
らの差が「新規ビジネス創出」「デジタル技術の活用・情報システム」の差にもつながっている可能性。

一方、ＤＸ銘柄企業においても、登録セキスペ取得は多くの企業でまだ進んでいない。

Q17 挑戦を促
す仕組み

Q24 デジタル時
代に適応した企
業変革の指標

Q6 新規ビジネ
ス創出

Q22 ＫＰＩの
設定

Q13 人材要件
の明確化と確保

Q18 既存デー
タの連携・活用

Q20 レガシー防
止処置

Q31 登録セキ
スペ取得

経営ビジョン・
ビジネスモデル

戦略 戦略実現のための
組織・制度等

戦略実現のための
デジタル技術の
活用・情報システム

ガバナンスＤ
Ｘ
銘
柄
企
業
と
Ｄ
Ｘ
認
定
未
取

得
企
業
と
の
取
組
の
差
が
特
に
大

き
い
と
思
わ
れ
る
項
目
（※

１
）

ア
ン
ケ
ー
ト
の
各
設
問
に
お
い
て

「
Ｄ
Ｘ
銘
柄
企
業
が
最
も
良
い
選

択
肢
を
回
答
し
た
割
合
」
が
８

０
％
以
下
の
項
目

※１ アンケートの各設問において「ＤＸ銘柄企業が最も良い選択肢を回答した割合－ＤＸ認定未取得企業が最もよい選択肢を回答した割合」の差分が70%ポイント以上の項目を記載）

成果と重要な
成果指標の共有

ガバナンス
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ＤＸ銘柄企業の特徴（DX調査2021との比較）
多くの項目においてDX銘柄企業と、DX認定未申請企業で取組の差が減少している。

Q17 挑戦を促
す仕組み

Q4 ＤＸ戦略
Q24 デジタル時
代に適応した企
業変革の指標

Q15 ＤＸ推進
予算

Q5 既存ビジネ
ス変革

Q6 新規ビジネ
ス創出

Q26 トップとＤ
Ｘ責任者のコミュ
ニケーション

Q3 エコシステム
構築

Q19 情報資産
の分析・評価

Q2 ビジネスモデ
ル設計

Q10 スキルマト
リックス等の公表

Q22 ＫＰＩの
設定

Q13 人材要件
の明確化と確保

Q18 既存デー
タの連携・活用

Q32 ＣＳ対応
の開示

Q9 ＤＸ推進
責任者の配置

Q20 レガシー防
止処置

Q21 システムの
全社最適対応

Q31 登録セキ
スペ取得

経営ビジョン・
ビジネスモデル

戦略 戦略実現のための
組織・制度等

戦略実現のための
デジタル技術の
活用・情報システム

成果と重要な
成果指標の共有

ガバナンスＤ
Ｘ
銘
柄
企
業
と
Ｄ
Ｘ
認
定
未
申

請
企
業
と
の
取
組
の
差
が
特
に
大

き
い
と
思
わ
れ
る
項
目
（※

１
）

ア
ン
ケ
ー
ト
の
各
設
問
に
お
い
て

「
Ｄ
Ｘ
銘
柄
企
業
が
最
も
良
い
選

択
肢
を
回
答
し
た
割
合
」
が
８

０
％
以
下
の
項
目

※１ アンケートの各設問において「ＤＸ銘柄企業が最も良い選択肢を回答した割合－ＤＸ認定未申請企業が最もよい選択肢を回答した割合」の差分が70%ポイント以上の項目を記載）



結果詳細
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※以下のページでは、文字数の都合上
DX銘柄等＝DX銘柄、DX注目企業、DX認定済企業を指す

※全設問に回答した企業のみを集計
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１．経営ビジョン・ビジネスモデル ①

全てのDX銘柄・注目・認定済企業がDXビジョンを策定し、開示している。
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１．経営ビジョン・ビジネスモデル ②

全てのDX銘柄企業は、ビジョン実現のためのビジネスモデルを構築しており、ビジネスモデ
ル実現のためのエコスステムを主導している。
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２．戦略 ①

DX銘柄・注目企業等は、DX実現のための戦略を具体化した上で公表している。
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２．戦略 ②

全てのDX銘柄企業において、既存ビジネスを変革する取組や新規ビジネス創出につい
て、本格的に実施しており、効果が出ている。
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２．戦略 ③

ＤＸ銘柄・注目・認定済企業は、ビジネスに対する取組を積極的に開示しており、かつ、
経営や事業の運営状況を把握できる仕組みがあり、データによる意思決定ができている。
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２ー①戦略実現のための組織・制度等 ①

DX銘柄企業は、DXを推進する役員を多く配置しており、かつ、スキルの可視化も行わ
れている。
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２ー①戦略実現のための組織・制度等 ②

DX銘柄等は、 IT部門長等からの社内報告以外にも経営トップ層が様々な手段で最
新のデジタル技術等の情報を入手している。
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２ー①戦略実現のための組織・制度等 ③

DX銘柄等は、DXの専任組織があり、特にDX銘柄企業及びDX注目企業はリソースお
よび権限も十分である。
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２ー①戦略実現のための組織・制度等 ④

DX銘柄企業及びDX注目企業は、人材像が明確になっている傾向にあり、かつ、自社
だけではなく他社も含めたリソース活用ができている。
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２ー①戦略実現のための組織・制度等 ⑤

DX銘柄企業は、DXに必要な予算が確保できている。また、DX銘柄企業及びDX注目
企業は、デジタル技術を抵抗なく活用する仕組みがある。
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２ー①戦略実現のための組織・制度等 ⑥

全てのDX銘柄企業は、新しい挑戦を促す制度や仕組みが存在している。
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２－②戦略実現のためのデジタル技術の活用・情報システム ①

DX認定企業はすでにデータ連携のためのｱｰｷﾃｸﾁｬがあるか、その改善に着手している。



27

２－②戦略実現のためのデジタル技術の活用・情報システム ②

DX銘柄企業は、情報資産の分析・評価ができており、必要な対策を講じられている傾
向にある。
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２－②戦略実現のためのデジタル技術の活用・情報システム ③

DX銘柄企業及びDX注目企業は全社情報システムの最適化への対応ができている傾
向にある。
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３．成果と重要な成果指標の共有 ①

DX銘柄企業は、KPIとKGIを連動しており、かつ、ステークホルダーに開示を行っている。
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３．成果と重要な成果指標の共有 ②

DX銘柄等は、デジタル時代に適応した企業変革実現の評価指標を定め、評価してい
る傾向にある。
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４．ガバナンス ①
全てのDX銘柄企業及びDX注目企業は、DX推進について経営トップがメッセージ発信
を行い、経営トップとDX推進責任者とDX推進について定期的にコミュニケーションをとっ
ている。
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４．ガバナンス ②
全てのDX銘柄企業及びDX注目企業は、経営トップがデジタル技術動向及びITシステ
ムの課題を把握・分析し、戦略の見直しに反映している。また、取締役会等でDX推進
の報告・議論がなされている。
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４．ガバナンス ③

DX銘柄企業及びDX注目企業は、サイバーセキュリティの人材と予算を確保しており、リ
スク対応のための計画策定、仕組み・体制の構築ができている。
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４．ガバナンス ④

DX銘柄等は登録セキスペの取得が進んでいる傾向にある。また、DX銘柄企業及びDX
注目企業は、サイバーセキュリティ関連の開示を行っている。


